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はじめに

愛知・名古屋地域では、2005年の愛・地球博（日本国際博覧会）、2010年の生物
多様性条約第10回締約国会議（COP10）に続き、2014年にはESDユネスコ世界会
議が開催されます。
これらの国際的な博覧会や会議は、地域の人々に環境意識を根づかせ、当地域が環
境先進地域へと発展していく上で大変重要な機会になってきましたが、環境への取り
組みは、長期視点で継続的に実践していくことが何よりも大切であります。
とりわけ、持続可能な社会を構築する上では、将来に亘り活躍できる環境人材を地
域社会の様々なステークホルダーで育てていくこと、すなわちESD（持続可能な開
発のための教育）が不可欠と言われており、その中でも企業が果たす役割に大きな期
待が寄せられております。
そこで、名古屋商工会議所では、ESDに関する様々な分野の中で最も企業活動と
関係の深い「環境教育」に焦点をあて、当地域の多様な企業が取り組んでいる環境教
育事例集を作成しました。
ひとえに環境教育と言ってもその意味するところは広く、企業の従業員向けの環境
教育や環境意識の啓発、環境に関する地域社会貢献、さらには次世代教育をはじめと
する学校や地域への環境教育支援などがあります。
この事例集が、当地域をはじめとする企業の皆様にとって新たに環境教育に取り組
む契機となり、持続可能な社会の実現に寄与することができれば幸いです。

名古屋商工会議所　環境委員会　　
委員長　佐々木　孝治　　
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編集方針
○本冊子は、名古屋商工会議所環境委員会の下に設置された「企業の環境教育に関する専門部会」
で内容・構成等を企画検討し、名古屋商工会議所が発行しています。

○各企業の取組事例は、各企業のホームページおよび各企業への聞き取り調査をもとに事務局が
作成しています。


